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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 
  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため、記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 金額の表示は、第44期事業年度以前は千円未満を切捨てて表示しておりましたが、第45期中間期から千円未満を四捨五入

して表示しております。 

  

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 2,511,637 2,869,957 2,633,347 5,301,785 5,537,904

経常利益 (千円) 216,253 364,659 195,793 466,443 614,690

中間(当期)純利益 (千円) 118,835 214,872 53,361 253,129 342,833

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 571,200 571,200 571,200 571,200 571,200

発行済株式総数 (株) 4,960,000 4,960,000 4,960,000 4,960,000 4,960,000

純資産額 (千円) 4,732,319 5,005,258 5,085,949 4,895,805 5,118,938

総資産額 (千円) 5,966,626 6,280,634 5,738,320 5,873,156 6,145,845

１株当たり純資産額 (円) 954.10 1,009.12 1,025.39 987.06 1,032.04

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 24.28 43.32 10.76 51.37 69.12

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― ― 15 15

自己資本比率 (％) 79.31 79.69 88.63 83.36 83.29

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △117,614 663,701 △13,876 △94,220 729,259

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △535,536 △21,317 46,989 △678,853 △59,613

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 390,750 △4,400 △74,400 90,750 △204,400

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,349,597 1,567,659 1,353,635 929,675 1,394,922

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
222 
(12) 

238
(12) 

232
(12) 

233 
(13) 

228
(15) 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名)  232 (12) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における経済状況は、企業収益の回復と個人消費の持ち直しにより景気回復基調が継続してお

ります。 

外食産業及び中食業界におきましては、長引く米国産牛肉の輸入禁止問題や東アジア地域から食肉用の鳥の輸

入停止が続く中、記録的な台風及び豪雨による災害、各地で頻発する地震に加え、消費者ニーズの多様化、業界

再編の動きが顕在化してきており、企業を取り巻く環境は依然として厳しい状況で推移しております。 

当社におきましては、引き続き米飯加工機械メーカーとして、伝統的なお米のおいしさにこだわり、外食業界

及び中食業界、流通業界におけるコストダウン削減に役立つ省力化機械の開発・販売を続けてまいりました。ま

た、下期におきましては、美しい包装・豪華さ・更には鮮度が長時間維持されるように工夫された「超小型包装

寿司ロボットＳＧＰ-ＳＮＡ」を発売する予定でございます。 

販売活動面につきましては、海外市場向け機種の整備が完了いたしましたことから、期初より海外における展

示会への新規出展を実施する等、海外市場開拓に注力してまいりました。一方、国内におきましては、大口ユー

ザー先における設備投資抑制の影響は大きく、主力製品のうち、小型シャリ玉ロボット「ＳＳＮシリーズ」は前

年同期比増加、海苔巻きロボット「ＳＶＲ」が前年同期比横ばいでありましたものの、寿司・おむすび兼用お櫃

型ロボット「ＳＳＧ-ＧＴＯ」、小型米飯ほぐし計量盛付機「シャリ弁ロボＧＳＴ」、工場用大型機等はそれぞれ

販売量が減少いたしました。 

その結果、売上高合計は26億33百万円（前年同期比8.2％減）となりました。 

売上高の内訳は、寿司・おむすびロボットなどの製品売上高21億20百万円（前年同期比12.5％減）、炊飯関連

機器等及び食品資材の売上高は4億67百万円（前年同期比13.0％増）、その他売上高46百万円（前年同期比34.7％

増）となりました。 

損益面におきましては、販売費及び一般管理費は10億4百万円（前年同期比3.0％減）、営業利益は1億95百万円

（前年同期比45.9％減）、経常利益は1億96百万円（前年同期比46.3％減）、中間純利益は53百万円（前年同期比

75.2％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業利益の減少などにより前事業

年度末より41百万円減少し、当中間会計期間末には13億54百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、営業活動の結果減少した資金は14百万円（前年同期は644百万円の増加）となりまし

た。 

 これは主に法人税等の支払169百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、投資活動の結果増加した資金は47百万円（前年同期は21百万円の減少）となりまし

た。 

これは主に貸付金の回収による収入61百万円等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において、財務活動の結果減少した資金は74百万円（前年同期は4百万円の減少）となりまし

た。 

これは配当金支払額74百万円によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目別 

第46期中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

寿司ロボット 1,684,358 86.6 

おむすびロボット 146,390 47.7 

その他製品及び部品 262,285 84.0 

合計 2,093,033 81.7 

品目別 

第46期中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

寿司ロボット 1,740,029 94.1 3,410 10.1 

おむすびロボット 147,722 46.3 21,750 46.4 

その他製品及び部品 249,137 85.0 3,776 66.6 

製品小計 2,136,888 86.8 28,936 33.5 

炊飯関連機器 162,438 120.7 ― ― 

寿司用資材 304,208 106.4 3,757 185.1 

商品小計 466,646 111.0 3,757 42.3 

その他 46,318 134.7 ― ― 

合計 2,649,852 90.8 32,694 34.3 



(3) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第45期中間会計期間及び第46期中間会計期間の輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりであります。 

  

  

４ 主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は、次のとおりであります。 

  

（注）従来、オセアニア地区はその他の地区に含めて記載しておりましたが、当中間会計期間はその割合が増加いたしましたの

で、区分して掲記いたしました。尚、前中間会計期間のその他の地区には、オセアニア地区が 15.2％ 含まれております。 

品目別 

第46期中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

寿司ロボット 1,737,209 93.4 

おむすびロボット 135,972 50.0 

その他製品及び部品 247,036 85.3 

製品小計 2,120,217 87.5 

炊飯関連機器 162,438 126.3 

寿司用資材 304,375 107.0 

商品小計 466,812 113.0 

その他 46,318 134.7 

合計 2,633,347 91.8 

第45期中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

第46期中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

輸出販売高(千円) 輸出割合(％) 輸出販売高(千円) 輸出割合(％) 

293,659 10.2 420,605 16.0 

輸出先 
第45期中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

第46期中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

アジア地区 (％) 45.0 47.9 

北アメリカ地区 (％) 26.0 7.7 

ヨーロッパ地区 (％) 12.8 18.3 

オセアニア地区 (％) ― 18.7 

その他の地区 (％) 16.2 7.4 

合計 (％) 100.0 100.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の製品は、その需要先が回転寿司店・持ち帰り寿司店・居酒屋・レストラン等の飲食店、スーパーマーケッ

ト・デパート等の小売店、コンビニエンスストア向け大手惣菜業者等多岐に渡るため、ユーザーの多種多様なニーズ

に応えるための研究開発に常に取り組んでおります。 

当社の研究開発活動は、営業部門が把握したユーザーのニーズ等をもとに、新製品の開発、既存製品の基本性能の

向上、新機能の追加、小型化、低価格化等を目的として、東京工場に所属する開発課及び技術部設計一課、設計二課

にて行っております。 

当中間会計期間における研究開発費は44,022千円であり、主な研究開発活動は次のとおりでありました。 

超小型包装寿司ロボットにつきましては、小型の個包装寿司ロボットの改良型を開発し、超コンパクト設計に加

え、特殊包装フィルムで鮮度を格段に長持ちさせると共に、包装サイズも小ネタから大ネタまで対応させました。包

装の開封は、両端を引っ張るだけのワンタッチ開封で、お寿司に直接手を触れず食べることができ、衛生面での向上

も図りました。 

尚、販売は下期より開始いたします。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに

重要な設備計画の完了はありません。 

  

重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額

(千円) 
既支払額
(千円) 

着手 完了 

大阪営業所 
(大阪府吹田市) 

営業部門 営業設備 160,000 ― 自己資金
平成17年
11月 

平成18年 
3月 

― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月14日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,960,000 4,960,000
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 4,960,000 4,960,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 4,960,000 ― 571,200 ― 399,850



(4) 【大株主の状況】 

(平成17年９月30日現在) 

（注）上記鈴木喜作氏（当社前代表取締役会長、平成17年2月26日逝去）名義株式は、平成17年9月30日現在、名義書換未了であっ

たため、株主名簿上の名義で記載しております。なお、鈴木節子氏、鈴木美奈子氏、鈴木映子氏が、鈴木喜作氏名義株式を

相続により取得し、提出日現在、1,675千株（33.77％）、678千株（13.66％）、678千株（13.66％）それぞれ所有しており

ます。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成17年９月30日現在) 

② 【自己株式等】 

  該当事項はありません。 

  

２ 【株価の推移】 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

鈴木喜作 東京都練馬区土支田一丁目１９－８ 1,992 40.16

鈴木節子 東京都練馬区土支田一丁目１９－８ 683 13.77

鈴木美奈子 東京都練馬区土支田一丁目１９－８ 178 3.57

鈴木映子 東京都杉並区永福四丁目２９－２１ 178 3.57

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－１１ 111 2.23

平田邦治 愛知県名古屋市天白区植田本町2－111 109 2.19

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１－２ 100 2.01

ノーザントラストガンジーリミ
テッドクライアントアカウント
レジスタード 
(常任代理人 スタンダードチ
ャータード銀行) 

P.O. BOX71 Trafalgar Court, Les
Banques, St, Peter Port, Guernsey 
GY1 3DA, Guernsey 
(東京都千代田区永田町二丁目１１－１) 

93 1.87

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１－５ 80 1.61

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
(常任代理人 株式会社東京三
菱銀行) 

ニューヨーク 米国
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１) 

75 1.51

計 ―― 3,598 72.54

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,960,000 
49,600

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 4,960,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 49,600 ― 



【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価であります。 

  

３ 【役員の状況】 

（1）退任役員 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 950 974 1,072 1,080 1,067 1,085

最低(円) 860 890 925 1,020 970 994

役名 職名 氏名 退任年月日 

監査役 ― 江藤 健助 平成17年７月30日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、優成監査法人により中間

監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円)

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   1,567,659    1,353,635   1,394,922    

２ 受取手形   70,225    69,508   113,174    

３ 売掛金   970,764    849,398   1,003,937    

４ たな卸資産   892,623    954,335   954,372    

５ 繰延税金資産   54,074    86,108   55,242    

６ その他   80,777    31,890   112,045    

７ 貸倒引当金   △383    △429   △514    

流動資産合計     3,635,739 57.9  3,344,445 58.3   3,633,178 59.1

Ⅱ 固定資産                

(1) 有形固定資産 ※２              

１ 建物及び構築物   1,230,650    1,157,618   1,192,671    

２ 機械装置及び運搬 
  具   11,410    7,767   9,276    

３ 土地   677,442    677,442   677,442    

４ その他   154,223    93,749   94,722    

有形固定資産合計   2,073,725    1,936,576   1,974,111    

(2) 無形固定資産                

１ ソフトウェア   27,117    69,489   18,092    

２ ソフトウェア 
仮勘定   ―    ―   36,750    

３ 電話加入権   5,334    5,334   5,334    

無形固定資産合計   32,451    74,822   60,175    

(3) 投資その他の資産                

１ 投資有価証券   131,489    90,303   108,925    

２ 差入保証金   107,905    100,696   106,562    

３ 繰延税金資産   186,416    118,245   181,338    

４ その他   187,243    147,414   156,303    

５ 貸倒引当金   △74,333    △74,182   △74,748    

投資その他の資産 
合計   538,719    382,476   478,380    

固定資産合計     2,644,895 42.1  2,393,874 41.7   2,512,666 40.9

資産合計     6,280,634 100.0  5,738,320 100.0   6,145,845 100.0

                 



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   237,210   193,999 144,926   

２ 短期借入金   200,000   ― ―   

３ 未払金   64,277   66,275 78,996   

４ 未払法人税等   176,532   14,218 188,372   

５ 未払消費税等 ※３ 38,727   4,237 60,696   

６ 賞与引当金   92,765   81,125 83,876   

７ その他   92,262   90,845 89,687   

流動負債合計    901,773 14.4 450,699 7.9   646,554 10.5

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付引当金   147,159   158,692 147,969   

２ 役員退職慰労引当金   226,444   42,980 232,384   

固定負債合計    373,603 5.9 201,672 3.5   380,353 6.2

負債合計    1,275,376 20.3 652,371 11.4   1,026,907 16.7

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    571,200 9.1 571,200 9.9   571,200 9.3

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   399,850   399,850 399,850   

資本剰余金合計    399,850 6.4 399,850 7.0   399,850 6.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   110,000   110,000 110,000   

２ 任意積立金   1,800,000   1,800,000 1,800,000   

３ 中間(当期) 
  未処分利益   2,070,107   2,177,029 2,198,068   

利益剰余金合計    3,980,107 63.3 4,087,029 71.2   4,108,068 66.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    54,101 0.9 27,870 0.5   39,820 0.6

資本合計    5,005,258 79.7 5,085,949 88.6   5,118,938 83.3

負債及び資本合計    6,280,634 100.0 5,738,320 100.0   6,145,845 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比

(％) 
金額(千円)

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     2,869,957 100.0  2,633,347 100.0  5,537,904 100.0 

Ⅱ 売上原価   

  

1,474,009 51.4

 

1,434,164 54.5

 

2,897,996 52.3 

売上総利益   1,395,948 48.6 1,199,183 45.5 2,639,908 47.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

  

1,035,240 36.1

 

1,004,171 38.1

 

2,040,540 36.9 

営業利益   360,708 12.6 195,012 7.4 599,369 10.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,886 0.2  2,973 0.1  19,472 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 

  

936 0.0

 

2,192 0.1

 

4,150 0.1 

経常利益   364,659 12.7 195,793 7.4 614,690 11.1 

Ⅵ 特別利益 ※３   170 0.0  636 0.0  170 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４ 

  

569 0.0

 

101,304 3.8

 

1,497 0.0 

税引前中間(当期) 
純利益 

  364,260 12.7 95,124 3.6 613,363 11.1 

法人税、住民税及び 
事業税 

  165,816    1,336   273,247     

法人税等調整額   △16,429 149,388 5.2 40,428 41,764 1.6 △2,717 270,530 4.9 

中間(当期)純利益     214,872 7.5  53,361 2.0  342,833 6.2 

前期繰越利益   

  

1,855,235  

 

2,123,668  

 

1,855,235   

中間(当期)未処分利

益 
  2,070,107  2,177,029  2,198,068   

             



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

     

税引前中間(当期)純利益   364,260 95,124 613,363

減価償却費   104,532 69,205 211,514

ソフトウエア償却費   10,230 14,488 20,006

賞与引当金の増減額   9,999 △2,750 1,109

退職給付引当金の増減額   5,001 10,723 5,811

役員退職慰労引当金の増減額   △24,906 △189,404 △18,966

貸倒引当金の増減額   47 △650 593

受取利息及び受取配当金   △1,605 △1,658 △1,916

支払利息   877 ― 1,277

売上債権の増減額   253,154 198,376 178,194

たな卸資産の増減額   △148,703 37 △210,452

仕入債務の増減額   83,733 49,073 △8,550

未払消費税等の増減額   38,727 △56,459 60,696

その他の増減額   20,221 △32,602 28,807

小計   715,566 153,503 881,486

利息及び配当金の受取額   1,605 1,658 1,916

利息の支払額   △967 ― △1,168

法人税等の支払額   △52,504 △169,037 △152,974

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  663,701 △13,876 729,259

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

     

有形固定資産の取得 
による支出 

  △20,521 △32,789 △28,860

ソフトウエアの取得 
による支出 

  ― △26,606 △37,500

投資有価証券の取得 
による支出 

  △1,503 △1,529 △3,022

貸付金の回収による収入   6,210 60,678 12,585

その他の増減額   △5,503 47,235 △2,816

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △21,317 46,989 △59,613

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

     

短期借入れによる収入   200,000 ― 200,000

短期借入金の返済による 
支出 

  △130,000 ― △330,000

配当金の支払額   △74,400 △74,400 △74,400

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △4,400 △74,400 △204,400

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   637,984 △41,287 465,247

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  929,675 1,394,922 929,675

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  1,567,659 1,353,635 1,394,922

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

 ①商品・製品・仕掛品・

材料 

総平均法による原価

法を採用しておりま

す。 

 ②貯蔵品 

最終仕入原価法を採

用しております。 

(1) たな卸資産 

 ①商品・製品・仕掛品・

材料 

   同左 

  

  

②貯蔵品 

同左   

(1) たな卸資産 

 ①商品・製品・仕掛品・

材料 

同左   

  

  

②貯蔵品 

   同左 

  (2) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算期末日の市

場価格に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)を採用し

ております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

(2) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

   同左 

(2) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価

格に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)を採用してお

ります。 

時価のないもの 

 同左  

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除

く)については定額法)を

採用しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 ５～50年

工具器具備品 ２～10年

(1) 有形固定資産 

  同左 

(1) 有形固定資産 

  同左 

  (2) 無形固定資産 

  自社利用のソフトウエ

アについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用し

ております。 

(2) 無形固定資産 

  同左   

(2) 無形固定資産 

  同左 

  (3) 長期前払費用 

  均等償却をしておりま

す。 

  なお、償却期間は、法

人税法に規定する方法と

同一の基準によっており

ます。 

(3) 長期前払費用 

  同左 

(3) 長期前払費用 

  同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

(2) 賞与引当金 

  同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

(3) 退職給付引当金 

  同左 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき計上して

おります。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく当中間期末要支給

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

  同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上

しております。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 同左  同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

 同左  同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

  同左 

(1) 消費税等の会計処理 

  同左 



  

会計処理の変更 

  

追加情報 

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  
注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

      ――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日))

及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を当中間会

計期間から適用しております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

     ――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成

15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当中間会計期間

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号)に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が5,904千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

5,904千円減少しております。 

―――――      ――――― 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 



  

(中間損益計算書関係) 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

(平成16年９月30日) (平成17年９月30日) (平成17年３月31日) 

 １ 受取手形裏書譲渡高 

159,215千円 

 １ 受取手形裏書譲渡高 

132,413千円 

 １ 受取手形裏書譲渡高 

107,634千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額        1,188,989千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額       1,362,485千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額           1,294,346千円 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「未払消費税等」に表示して

おります。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

 ―――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息      150千円

   受取配当金    1,456千円 

   受取手数料       1,014千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

   受取利息       158千円 

   受取配当金      1,500千円 

   受取手数料         783千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

      受取利息      314千円 

   受取配当金    1,602千円 

   受取手数料       1,504千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

   支払利息      877千円 

    

※３ 特別利益の主要項目 

機械及び装置売却益 170千円 

※４ 特別損失の主要項目 

   工具器具備品除却損 569千円 

                          

※２ 営業外費用の主要項目 

   保険解約損    1,423千円 

    

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益  636千円 

※４ 特別損失の主要項目 

   車両運搬具除却損    54千円 

      役員退職特別功労金 

           101,250千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息     1,277千円 

   保険解約損    2,723千円 

※３ 特別利益の主要項目 

機械及び装置売却益 170千円 

※４ 特別損失の主要項目 

工具器具備品除却損 654千円 

   会員権売却損    243千円 

   会員権解約損    600千円 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産  104,532千円

   無形固定資産  10,230千円 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産   69,205千円 

   無形固定資産  14,488千円 

５ 減価償却実施額 

   有形固定資産   211,514千円 

   無形固定資産   20,006千円 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲載されている

科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金 1,567,659千円

預入期間が３ケ月を 
超える定期預金 

 
△―千円

現金及び現金同等物 1,567,659千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲載されている

科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金 1,353,635千円

預入期間が３ケ月を
超える定期預金 △―千円

現金及び現金同等物 1,353,635千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲載されている科目の金

額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金 1,394,922千円

預入期間が３ケ月を 
超える定期預金 

 
△―千円

現金及び現金同等物 1,394,922千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械及び 
装置 60,732 5,385 55,347

工具器具 
備品 120,085 34,558 85,527

ソフトウ
エア 21,643 4,922 16,722

合計 202,460 44,865 157,595

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械及び 
装置 60,732 14,460 46,272

工具器具 
備品 133,010 62,689 70,321

ソフトウ
エア  22,742 10,668 12,074

合計 216,484 87,817 128,667

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額 
(千円) 

機械及び
装置 60,732 10,122 50,610 

工具器具
備品 121,976 48,312 73,664 

ソフトウ
エア 22,742 7,780 14,963 

合計 205,451 66,214 139,237 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 41,124千円

１年超 116,471千円

合計 157,595千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 43,592千円

１年超 85,074千円

合計 128,667千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 42,132千円

１年超 97,105千円

合計 139,237千円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 19,105千円

減価償却費 
相当額 

19,105千円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 21,603千円

減価償却費
相当額 

21,603千円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 40,488千円

減価償却費
相当額 

40,488千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

  

(当中間会計期間) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

  

区分 

前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

(1) 株式 32,255 123,489 91,233

合計 32,255 123,489 91,233

内容 

前中間会計期間
(平成16年９月30日) 

中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

8,000

区分 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

(1) 株式 35,304 82,303 46,999

合計 35,304 82,303 46,999

内容 

当中間会計期間
(平成17年９月30日) 

中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 

非上場株式 8,000



(前事業年度) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間会計期間末) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間末) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

(前事業年度末) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

(前中間会計期間) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

(前事業年度) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

区分 

前事業年度末
(平成17年３月31日) 

取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

(1) 株式 33,375 100,925 67,150

合計 33,375 100,925 67,150

内容 

前事業年度
(平成17年３月31日) 

貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券 

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

8,000



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

(前中間会計期間) 

該当事項はありません。 

  

(当中間会計期間) 

該当事項はありません。 

  

(前事業年度) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,009円12銭 １株当たり純資産額 1,025円39銭 １株当たり純資産額 1,032円04銭

１株当たり中間純利益 43円32銭 １株当たり中間純利益 10円76銭 １株当たり当期純利益 69円12銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 214,872 53,361 342,833

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期) 
純利益 

(千円) 214,872 53,361 342,833

普通株式の期中平均株式数 (株) 4,960,000 4,960,000 4,960,000



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
(1) 
  
  
  

  
臨時報告書 
  
  
  

  
  

  
企業内容等の開示に関す
る内閣府令第19条第２項
第９号（代表取締役の異
動）の規定に基づくもの 

  

  
平成17年４月26日 
関東財務局長に提出 
  
  

(2) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第45期) 

  
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出 

  
(3) 
  
  
  

  
臨時報告書 
  
  
  

  

  
企業内容等の開示に関す
る内閣府令第19条第２項
第４号（主要株主の異動 
）の規定に基づくもの 

  
平成17年12月12日 
関東財務局長に提出 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月３日

鈴 茂 器 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴茂器

工株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、鈴茂器工株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

優 成 監 査 法 人 

代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士  渡  邊  芳  樹  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  鶴  見     寛  ㊞ 

      

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月8日

鈴 茂 器 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている鈴茂器

工株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第46期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、鈴茂器工株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

優 成 監 査 法 人 

代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士  渡  邊  芳  樹  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  鶴  見     寛  ㊞ 

      

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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